
                          第 ○ 〇 号  

                           平成○〇年○○月○○日 

 

 国土交通省 

  ○〇地方整備局長 ○〇 様 

 

 

               起 業 者 ○〇県○〇市○〇町○〇丁目○〇番地 

                      ○〇県 

               上記代表者 ○〇県知事 ○〇 

 

 

 

事 業 認 定 申 請 書 

 

 土地収用法第 16 条の規定によって、下記により、事業の認定を受けたいので、申請致しま

す。 

 

記 

 

１ 起業者の名称 ○〇県 

 

２ 事業の種類  一級河川○〇川水系○〇砂防堰堤工事 

         （○〇県○〇郡○〇町○〇字○〇地内から同町○〇字○〇 

          地内まで） 

 

３ 起業地 

 イ 収用の部分 

○○
・ ・

県○○
・ ・

郡○○
・ ・

町○○
・ ・

字○○
・ ・

、○○
・ ・

字○○
・ ・

、字○○
・ ・

及び字○○
・ ・

地内 

 

 ロ 使用の部分 

○○
・ ・

県○○
・ ・

郡○○
・ ・

町○○
・ ・

字○○
・ ・

、○○
・ ・

字○○
・ ・

及び字○○
・ ・

地内 
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４ 事業の認定を申請する理由 

 

 ○○川（以下｢本渓流｣という。）は、○○県○○郡○○町○○及び○○地内に位置し、標

高 500ｍ級の山地を北へ流下した後、一級河川○○川に合流する延長 0.7ｋｍ、流域面積 0.14

ｋｍ２の渓流であり、下流域には学校施設等複数の社会資本が存在している。 

 本渓流は土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年

法律第 57 号）に基づく基礎調査が行われており、土石流の危害が生じるおそれのある区域

に○○小学校、○○町社会体育館、○○町総合運動場、○○町武道館、教職員住宅○○戸及

び町道が位置する渓流である。中でも、○○小学校、○○町社会体育館及び○○町総合運動

場は、○○町地域防災計画において避難所として指定されている重要な施設である。 

 本渓流が位置する○○県西部地域では、平成○○年○○月○○日に○○県西部地震（地震

規模Ｍ○○）が発生し、山腹斜面の崩壊や崩壊堆積物による土石流が発生した。地震発生後

も、地震で緩んでいたと想定される地山が豪雨等に誘発されて崩壊し二次災害が発生してい

る。○○県西部地震による被害箇所と地震発生後の豪雨等による土砂災害箇所は、ほとんど

が斜面崩壊や地すべりが発生しやすいとされている風化や浸食に対し非常に弱い風化花崗

岩（真砂土）及び薄板状に割れやすい黒色片岩の分布域となっている。本渓流も風化花崗岩

（真砂土）及び黒色片岩により形成されており、今後の豪雨等による土砂災害発生の危険性

が危惧されている渓流である。 

 本渓流では渓流の荒廃が進んでおり、平成○○年○○月○○日から○○日にかけての梅雨

前線豪雨及び平成○○年○○月○○日から○○月○○日にかけての集中豪雨によって、土石

流の発生には至っていないものの、土砂が○○小学校東側の道路や○○町総合運動場へ流出

している。 

 このような状況に対処するため本渓流では、土砂災害対策として平成○○年○○月○○日

付国河総第○○号により国庫補助金（社会資本総合整備事業費、通常砂防事業）の交付決定

を受け、平成○○年○○月○○日付国土交通省告示第○○号により砂防法（明治 30 年法律

第 29 号）第 2 条に基づく砂防指定地の指定を受け鋭意事業を行っている。 

 一級河川○○川水系○○川砂防堰堤工事（以下「本事業」という。）は、上記砂防指定地

内の○○県○○郡○○町○○及び○○地内において、100 年超過確率日雨量（274.3ｍｍ／

日）の豪雨時に予測される土石流（2,743ｍ３）を捕捉及び抑制するため、砂防法に基づく

砂防設備（不透過型砂防堰堤１基及び渓流保全工 345ｍ）を設置するものであり、土地収用

法（昭和 26 年法律第 219 号）第 3 条第 3 号に該当する事業である。 

 

 本事業に必要な土地の面積は、収用の部分と使用の部分を併せて 5,956ｍ２、土地所有者
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及び関係人は○○名であり、平成○○年○○月から用地取得の協議を開始し、平成○○年○

○月末現在で事業に必要な土地の面積のうち約 79％の 4,702ｍ２、土地所有者及び関係人

のうち約 2％の○○名については円満に協議が成立している。起業者としては、今後とも誠

意をもって用地取得の協議を重ね、円満に解決するよう努めるものであるが、任意による解

決が困難な場合には、速やかに収用委員会の裁決を受けられるよう、あらかじめ事業の認定

を受けて、事業の円滑な進捗を図ろうとするものである。 
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添 付 書 類 目 録 

  

         
１ 事業計画書 

 
添付書類第１号 

２ 法第 4条に規定する土地に関する調書 
 

添付書類第２号 

３ 法第 4条に規定する土地の管理者の意見書 
 

添付書類第３号 

 
 意見書（写） ○○通 

   

 
 照会文（写） ○○通 

   
４ 法令の規定による制限のある土地に関する行政機関の意見書 添付書類第４号 

 
 意見書（写） ○○通 

   

 
 照会文（写） ○○通 

   
５ 法第 15条の 14の規定に基づき講じた措置の実施状況を記載した書面 添付書類第５号 

６ 起業地及び事業計画等を表示する図面 
   

 
（１）起業地の位置を表示する図面（縮尺 1/25,000） 全１葉 添付図面第１号 

 
（２）起業地を表示する図面 (縮尺 1/500) 全１葉 添付図面第２号 

 
（３）法第 4条及び法令制限地を表示する図面 (縮尺

1/500) 
全１葉 添付図面第３号 

 
（４）事業計画を表示する図面（縮尺 1/500） 全１葉 添付図面第４号 

 
（５）縦断面図            (縮尺縦 1/200、横 1/500） 全１葉 添付図面第５号 

 
（６）横断面図        (縮尺 1/100） 全３葉 添付図面第６号 

 
（７）砂防堰堤一般図    （縮尺 1/200） 全１葉 添付図面第７号 

  （８）渓流保全工一般図   （縮尺 1/50、1/100） 全３葉 添付図面第８号 
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